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ﾊ１「`日本における社会福祉基礎構造改革と新たな社会福祉の

理念

わが国の社会福祉立法は、1990年代以降の社会福祉基礎構造改革により、基

本的な理念の見直しを伴う抜本的な改革が行われてきた。社会福祉基礎構造改

革の理念と基本的方向性を提示した1998年の中央社会福祉審議会「社会福祉基

礎櫛造改革について（中間まとめ)」では、新たな社会福祉の理念を、「国民全
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体を対象として社会連帯の考え方に立った支援を行い｣、「個人が人としての尊

厳をもって、家庭や地域の中で、障害の有無や年齢にかかわらず、その人らし

い安心のある生活が送れるよう自立を支援すること」であるとした｡lこのこ

とは、「1950年の社会保障制度審議会『社会保障制度に関する勧告』において

示された社会福祉の定義の考え方が見直され、社会福祉制度全体が、社会的弱

者の援護救済から国民すべての社会的な自立支援を目指すものであることが基

本理念として明示されたことを意味している｣２とされる。またこの基本理念

の変更は、国内の社会福祉法制の改革の動向をふまえるとともに、「歴史的、

国際的な視点に立って｣３提示されたものでもある。

このような基本理念を実現するための社会福祉基礎構造改革の基本的な方向

性は、①サービスの利用者と提供者の対等な関係の確立、②個人の多様な需要

への地域での総合的な支援、③幅広い需要に応える多様な主体の参入促進、④

信頼と納得が得られるサービスの質と効率性の確保、⑤情報公開等による事業

運営の透明性の確保、⑥増大する費用の公平かつ構成な負担、⑦住民の積極的

な参加による福祉の文化の創造の諸点であるとされている｡イこのうち最も重

視すべきものとして位置づけられているのは、①の「サービスの利用者と提供

者の対等な関係の確立」である。この意味するところは社会福祉における市

民たる利用者による「利用者本位」の社会福祉の創造であり、さらには恩恵的

に弱者を救済するという社会福祉ではなく「誰もが人として自ら責任をもって

選択して、自己決定でき、その結果、多様な自己実現が図れるように支援する」

ためのものへと社会福祉を変更することを意味している．すなわち解説書では、

以下のように述べられている。

'中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会『社会福祉基礎櫛造改革について（中間ま
とめ)』（1998年６月17日)、社会福祉法令研究会編『社会福祉法の解説」（中央法規、
2001年）３２頁。

2前掲『社会福祉法の解説」３２頁

3前掲書32頁。

`前掲欝32-41頁。

(２）
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「現在の日本は、市民法原理に基づく国である。そこでは、個々の人の基本

的人権が保障され、それぞれが人としての尊厳をもって生きることのできる社

会の構築が目指されている。社会保障法は歴史的に市民法原理が修正されると

いうなかで培われてきたが、原点は、社会的なハンディキャップのあるなしに

かかわらず、誰もが市民社会を構成する一員であるということにある。その意

味においては対等な関係は基本原理であって、その実現を目指して社会的な努

力が続けられているととらえることが自然である。したがって、サービスの提

供にあたって、利用者本位の姿勢や認識はたいへん重要であるが、もう一歩進

んで、恩恵的な視点から他者を救済するのではなく、対等な関係を基本として、

誰もが人として自ら責任をもって選択して、自己決定でき、その結果、多様な

自己実現が図れるように支援するという立場を明確にすることとそが、ノーマ

ライゼーションの具現化といえるのではないだろうか｡｣５

社会福祉における上述のような新たな基本理念は、社会福祉法３条に規定さ

れていると解されており、解説書では次のように記述している。

「ともすれば利用者の立場ではなく、提供者の立場から行われがちであり、

利用者の個人の尊厳の保持が、実際には行われていない場合がある。そのため

痴呆高齢者や知的障害者を子ども扱いしたり、個人の需要を十分理解しないた

めに高齢者を不必要に寝たきりにしたり、施設等の管理を極度に優先するあま

り、障害者や高齢者、あるいは児童などの自立を阻害するといった事態がしば

しば発生してきている。そのため、福祉サービスの提供にあたっては、利用者

の立場にたって、その尊厳を保持するよう十分に配慮する必要がある。このよ

うな観点から『個人の尊厳の保持が、まず福祉サービスにおいて第一に考えら

れなければならない旨を明らかにしているものである｡」

`前掲番34-35頁。

(３）
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「福祉サービスの『利用者』は、自らの意思と選択により『自立』していく

主体としてとらえられることになり、福祉サービスは、利用者の自己決定によ

る『自立』を『支援する』ものでなければならない。自己決定による自立とは、

自らの意思に基づいて、本人らしい生き方を選択するものといえる｣｡、

このような基本理念を実現するために、わが国では、措殻制度の解体と契約

制度への転換という手段が用いられた。すなわち、ｌ）社会福祉の利用方式を、

従来の行政処分に基づく「措置制度」の方式から、利用者と事業者との間の直

接の契約締結に基づく利用方式へと変更したこと、２）利用者の多様な福祉需

要に応えるため、すなわち「福祉サービスの提供主体が利用者の福祉需要に柔

軟に対応できるような環境」をつくるために「提供主体の自由な参入」を促進

し、「福祉市場」を創設すること、３）社会福祉の利用者が契約主体となったこ

とに伴い、改正民法による成年後見制度や消費者契約法といった一般的制度に

加えて、社会福祉法の中でも新たに利用契約の締結や履行にかかわる一定の利

用者保護のための規定が設けられたこと、４）公的責任を縮小したこと等が挙

げられる。

「個人の尊厳」の保持および「利用者の自己決定と自己実現」を支援する社

会福祉という上記の社会福祉の新たな基本理念を実現するために、わが国で採

用された上記のような手段が妥当であったか否かが、今後、社会福祉基礎構造

改革後のわが国における社会福祉の実施状況についての詳細な実証的研究をふ

まえて、検討される必要があろう。

その一方で、社会福祉の法理念が契約制度に関連する部分のみに関わるもの

ではないという点も留意されなければならないだろう。わが国の現行の社会福

祉法でいう社会福祉事業には、契約に基づく制度だけが含まれるのではなく、

`前掲書'09-110頁。

(４）
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行政処分にもとづく諸制度も含まれている。例えば介護保険法や身体障害者福

祉法、知的障害者福祉法等において、契約によるサービスの受給が著しく困難

であると認める場合には、依然として措置制度が適用されるという法構造をとっ

ている。また、社会福祉事業には、生活保護法にもとづく事業もこれに含まれ

ている（第一種社会福祉事業として救護施設等の施設における保護と助葬事業

(社福法２条２項１号)、第二種社会福祉事業として居宅で衣食その他日常の生

活必需品若しくはこれに要する金銭を与える事業等（同法２条３項１号))。生

活保護法に基づく給付は個別・具体的におこなわれる行政決定を前提としてい

る。さらに、利用者と事業者との契約方式を用いている社会福祉事業であって

も、たとえば障害者福祉の分野における支給量・支給期間等の支給決定や、介

護保険法における要介護認定のように、各個人が社会サービスをどれだけ利用

できるかにかかわる部分については、行政決定による。

これらの、現行法上で契約に基づく諸制度と併存している、行政処分を基礎

とする社会福祉の部分に関しては、新たな法の基本理念のもとでどのように改

革がなされるべきであるかについて、社会福祉基礎構造改革の過程で、十分に

議論され改革が行われてきたとは言えない。これらの部分もふくめて、現行の

社会福祉の基本理念がどうすれば実現されることができるかについて、今後、

より広い視点から問われなければならない。

２スウェーデンにおける福祉改革と社会サービス法

1980年に制定されたスウェーデンの社会サービス法（1980:620）（現行法は

2001:453）は、それまでの受給者を受動的な地位に置いていた古い社会福祉立

法を抜本的に改め、新たに民主主義、平等、社会連帯、安全を目的とし、個人

の自己決定権への尊重を基本原則として位置づけた法律である。1980年の社会

サービス法の制定を導いた、スウェーデンにおける社会福祉改革とそこでの旧

社会福祉立法への批判は、わが国において1990年代に措置制度の問題点をめぐっ

(５）
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て議論されてきたことと少なからず共通する部分がある。

すなわち、スウェーデンでは1930年代以降、労働市場政策、家族政策、社会

保険、住宅政策などの社会政策が世界的にも注目されるほどに発展し、普遍主

義的な社会保障制度が広範囲に整備されてきたが、社会福祉法制の基本的枠組

については、1980年の社会サービス法が制定される以前は、1900年頃から引き

続く古い伝統的考え方をいまだ残していた。旧社会福祉立法においては、受給

者は概ね保護の客体として受動的地位におかれ、公的機関の側に大きな権限ま

たは義務が与えられていた。公的機関には、一方的な入所措置決定などを通じ

て個人の自由を大きく制限しうる強い権限が与えられており、社会福祉がもつ

管理的・抑圧的な性格が批判されてきた。同時に、個人の法的地位は不明確で、

今日のものと比べると相当に弱いものであった。

このような旧来の社会福祉法制に対して、その基本的理念の部分から批判が

なされ、これに代わって、当事者の自由意思と自己決定を基礎とした新たな社

会福祉立法の制定が求められたことが、1980年の社会サービス法の制定の契機

であった。

わが国の基礎構造改革をめぐる議論においても、旧来の措極制度の主たる問

題点として、措置の対象者が行政処分の対象として受動的な地位におかれるこ

と、対象者の法的地位・権利義務関係が暖昧なこと、対象者に選択権が保障さ

れないことが問題して挙げられ7、これに代わる新たな社会福祉の基本理念と

して利用者の自己決定を基礎とすることが求められた。このような意味で、ス

ウェーデンにおける社会サービス法制定における議論と、わが国における社会

福祉基礎構造改革をめぐる議論とは、その問題意識において共通していたと言

うことができる。

?例えば、矢島里絵「福祉サービスの紛争解決」日本社会保障法学会編「調座社会保障法
第３巻社会福祉サービス法」（法律文化社、2001年）1331頁、芝田英昭「福祉サービ
スの公的責任」同書33頁を参照。

(６）
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．しかし、その具体化の方法については、わが国とスウェーデンでは大きく異

なっている。わが国は、先述のとおり、事業者と利用者を対等な契約主体とし

て位置づけることにより、利用者主体の理念を実現しようとした。スウェーデ

ンでは、行政決定に基づく社会サービス受給の方式を保持しつつ－すなわち、

わが国でいうところの「措置制度」方式を保持しつつ－、個人の自己決定権へ

の尊重を基本的原則として社会サービス法の中に位置づけるとともに、個人の

法的地位を強化するため個人の援助を受ける権利、手続的権利、裁判所へ訴え

る権利およびこれらに対応するコミューンの義務を明記し拡充した。後に本論

において述べるように、スウェーデン社会サービス法では、個人の願望や必要

性に即してサービス内容を一人一人に適合させることができるよう、社会サー

ビス法自体の中にはさほど詳細な規定をおかず、コミューンに対して施策の内

容や形態を自由に決定するための大きな裁量権限を与える一方で、このコミュー

ンの広範な裁量を統制するために、県・国レベルの行政機関による監督となら

んで、個人の権利による統制、すなわち裁判所による統制を位置づけている。

さらに社会サービス法の制定後においても、個人の自己決定権と選択の自由

をより良く保障し、行政決定や政策決定過程および実施過程における個人、と

りわけ主体となる利用者自身の影響力を一層強化するという観点から、いくつ

もの改正が、同法の枠内だけでなく一般法である行政法や地方自治法の改正を

通じても行われてきている｡８

8例えば1986年の新たな行政法F6rvaltningslagen（1986:223）の制定により、個人の手
続的権利が強化されたことや、1991年の地方自治法KommunaUagen（1991:900）改正
により、社会サービスの実施を民間企業や非営利事業者等の公的部門以外へいわば「措
置委託」する権限が地方自治体に与えられたことに伴い、サービス運営主体の選択につ
いての個人の選択の自由が拡大されたこと、1988年の地方自治法改正により、コミュー
ンの行政委員会は、コミューン職員が行政決定権を行使する際に、利用者（を代表する
組織）に対して発議権、意見表明権、拒否権等を与えることを決定することができると
いう規定が新設されたこと（｢条件付き委任（villkoraddelegation)｣、地方自治法６章
３８条)、1994年の地方自治法改正により、施設や建物の管理・運営について、コミュー
ン議会は、利用者と職員の代表者からなる「自治機関（Sjiilvfbrvaltningsorgan)」に対
して施設等の管理・運営の一部を委任することができるという規定が新設されたこと

(７）
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３本論文の課題

本稿では、主として1980年に制定されたスウェーデンの社会サービス法にお

ける法理念、主として目的と原則について検討するとともに、これらの理念を

実現するために社会サービス法がどのような法的構造をもつものであるかにつ

いて検討する。このことは、社会福祉を利用する個人の自己決定権と法的地位

の強化を意図した新たな法理念にもとづく改革を、スウェーデンとは異なる手

段を用いて実施し、かつ行政処分にもとづく社会福祉をもその－部として保持

し続けているわが国にとって、新たな理念が実際にどの程度実現され、どのよ

うな問題が生じているか、どのように改善していくべきかを今後考察していく

にあたって、一つの比較対象になると思われる。

本稿の構成は、第一に、社会サービス法制定以前のスウェーデンにおける社

会福祉制度の歴史的沿革を概観するとともに、伝統的な社会福祉についての考

え方や法的構造の特徴点を明らかにする。第二に、このような特徴をもつ旧社

会福祉立法の考え方や法的構造、運用がどのように批判され、どのような新た

な基本的価値や目的および原則がこれにとって代わったのかを、社会サービス

法の制定過程における議論をもとに検討する。第三に、社会サービス法に盛り

込まれた新たな社会福祉の理念の内容、すなわち目的や原則規定の意味する内

容について、立法制定過程における立法調査委員会や政府法案などの資料を根

拠に明らかにする。第四に、このような法理念が、社会サービス法の法的構造

の中でどのように具体化されているのかについて、その法的構造の特徴的な点

にしぼって概観する。最後に、わが国の社会福祉基礎構造改革以降の社会福祉

分野における基本理念の変更およびその具体化である法改正の内容と対比して、

（地方自治法７章18条以下)、2002年改正により当該自治機関へ委任しうる範囲が拡大
されたこと等が挙げられる。これらの地方自治法の内容は、わが国の社会保障法におい
ていまだ十分に整備されていない住民参加制度および利用者参加制度について考察する
際に、示唆に富むものであると思う。これらの諸制度については、別の機会に改めて論
じたいと思う。

(８）
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若干の考察を行いたい。

第１章旧社会福祉立法の特徴

第１節沿革

1980年に制定された社会サービス法（Socialtjimstlagen〔1980:620.現在は

2001:453〕）は、1956年の社会扶助法（1956:2)、1960年の子どもと青少年の社

会的ケアに関する法律（1960:97,以下「児童福祉法」という｡)、および'954

年のアルコール乱用者のケアに関する法律（1954:579,以下「アルコール乱用

者ケア法」という｡）を中心とする旧社会福祉の各法を統合し、基本的に社会

福祉のすべての分野を対象とする、スウェーデンにおける社会福祉に関する包

括的な法律である。社会サービス法の制定は、単に旧社会福祉立法の対象分野

が統合されたことを意味するにとどまらず、社会福祉の基礎となる基本的な目

的および原則といった法理念の部分から抜本的に見直され、結果として法的構

造にも大きな変化が加えられたことを意味している。

スウェーデンにおいては、1930年代以降、長期にわたる社会民主党政権のも

とで、社会民主主義的な価値にもとづく積極的な社会政策が展開されてきたこ

とは比較的よく知られている。しかし社会福祉の分野においては、これらの旧

社会福祉３法が1950年代から60年代にかけて制定されたにもかかわらず、1930

年代以降に展開された新しい社会政策的な価値を十分に反映していたものとは

言えず、むしろ、1900年年頃に制定されたより古い社会福祉立法の有していた

伝統的な価値観や人間観の特徴を、いまだ残したものであった｡’

lLeifHolgersson，Socialtjdnst-Lagtextermedkommentar,Stockholm1998,ｓ、１８３．

（９）



スウェーデン社会サービス法の法理念(1)（高田清恵）263

この背景として、後に改めて述べるように、1930年代以降にスウェーデンで

展開されていった社会連帯と平等という新たな理念に基づく普遍主義的性格を

有する社会政策一労働市場政策、社会保険政策、住宅政策、家族政策等一は、

主として幅広く労働者層全体に関わる政策であったため、労働組合および労働

組合を主たる基盤とする社会民主党は、これに積極的に関与し推進したとされ

ている。その一方で、当時、社会福祉の対象者であった者には、低所得者、高

齢者、障害をもつ者、アルコールや薬物の乱用者、精神疾患をもつ者、移民等

が多く含まれており、労働市場とは結びつきにくい立場にある者がその多くを

占めていた。このため労働組合や政党のレベルで社会福祉の問題が取り上げら

れるようになったのは、ようやく1960年代になってからである。それまでは、

これらの社会福祉の対象者は、社会民主主義的な価値から長く「疎外」されて

いたといわれている｡２

本章では、スウェーデンにおける社会サービス法制定以前の社会福祉立法の

歴史的沿革について概観する。とりわけ旧社会福祉３法にあたる社会扶助法、

児童福祉法、アルコール乱用者ケア法が、それ以前の古い社会福祉の有してい

た伝統的価値観および人間観の特徴を、どのように反映していたのかについて、

後の社会サービス法との対比を念頭におきつつ、明らかにしたい｡３

11800年代までの困窮者扶助

1800年以前のスウェーデンは、古い形態の農業国であった。人々の生活は、

小規模な貨幣経済と、多くは自給自足によるものであった。扶養をふくむ多く

患Holgersson,Socialqiinst-Lagtextermedkommentar,ｓ、182．
3スウェーデン社会福祉の歴史的動向については、主として、前掲HolgersBon，

Socialtjimst-Lagtextermedkommentar，1998；LarsGr6nwall‐JanNasenius，
SocialtjiinstensMdlochMedel，Lundl981；AnnCha】PlotteLandelius，Sjiilv‐
bestiimmande,valfTihetochsamtyckeinomsocia1tjiinsten,Stockholml996s､８１．

１１６（zkapHistorik)；ＳＯＵ１９７４:３９Socialvdrden-MAlochmedel；SOU1974:４０
Sammanfnttningavsocialutredningsprincipbetiinkande；Regeringsproposition

(10）
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の任務を家族が担っていた｡』

他のヨーロッパの国々よりもかなり遅れてスウェーデンにもキリスト教が伝

えられて以降は、キリスト教会の影響により、スウェーデンでも慈善による困

窮者と病人に対する救済が行われるようになった。キリスト教の考え方を基礎

として、1300年頃までには、国内でさまざまな慈善団体が形成され、困窮者に

慈善を与えた。最初の施設の形態として、教会内に困窮者に食事と居住を与え

るための場所が設けられた。病人のケアのための病院も設極され、慈善が施さ

れるようになった。

その後、1527年の宗教改革により、困窮者扶助は国の責任へと移行された.

しかし国は、病院に対する一部の補助以外には国庫を充てなかったため、その

他の困窮者扶助は、引き続きもっぱら私人による慈善によって担われていた。

1500年代にも病院でのケアに関するいくつかの命令（ftjrordning）が定めら

れたが、スウェーデンで最初の一般的な困窮者の扶助に関する法令は1624年の

病院令（hospitalordning）であったと言われている。この病院令によると、

自ら生計を維持することができない者は、病院、児童施設（barnhus）または

感化院（tukthus）に収容されることとされた。労働可能な者は、すなわち自

らで生計を維持できるとみなされ、労働するための援助を受けることとされた。

しかし病院令は、あまりにも広範囲にわたる内容であったことを理由に、制定

過程からすでに強固な反対があり、実際にはほとんど適用されなかった。

1700年代はじめには長期に及ぶ戦争によって国の財政は悪化し、困窮者扶助

(Prop.）1979/80:１０msocialtjiinstenを参照した。なお、スウェーデンの社会福祉の
歴史的展開に関する邦文の文献としては、戸原四郎「福祉国家スウェーデンの生成と展

開」東京大学社会科学研究所編『福祉国家１』（東京大学出版会、1984年）279-330頁、

同「スウェーデン経済と福祉国家の現状」東京大学社会科学研究所編『転換期の福祉国

家（上)』（東京大学出版会、1988年）275-362頁、訓珊法子「スウェーデン」仲村優一・

一番ケ瀬康子編集代表『世界の社会福祉①スウェーデン・フィンランド』（旬報社、

1998年）173-183頁、永山泰彦「社会保障の歴史」丸尾直美・塩野谷祐一ｒスウェーデ

ン』（東京大学出版会、1999年）121-146頁等がある。

4SOU1979:40,ｓ．７．

(１１）
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についての大きな改革は行われなかった。1970年代後半には、1763年の病院令

の改正により、それ以前にも事実上は困窮者扶助はすでにコミューンの任務で

あったが、同令の中でコミューンの義務が明記され、各教会区に困窮者に対す

る措憧をとる任務が課せられた。困窮者には、病人、子どもおよび老人が含ま

れた。病院令は、後の改革により徐々に補充されていった。同令には、困窮者

には労働を与えられるとする規定も含まれており、これが、労働を提供・調達

することが社会福祉の重要な要素とみなされはじめる契機となったと言われて

いる。５

その後、ヨーロッパで興った啓蒙主義思想の影響をうけ、スウェーデンでも

困窮についての考え方に変化がおこった。例えば国家法学者のモンテスキュー

によって、「国は、すべての市民に、安全な生存、食樋、適切な衣類および健

康を損なわれないような生活様式を保障する義務がある」と主張されたように、

すべての人間は自然権として奪いえない自由と権利を有するとする啓蒙主義的

な考え方が、スウェーデンの困窮者扶助にも影響をあたえた。スウェーデンで

はこの1700年代後半から1800年代はじめには、社会が病人、老人、障害、虚弱

者、子どもおよび失業者に対する援護について一定範囲で対応すべき義務を有

することを規定した立法が現れた。一例として、グスタフ・アドルフ４世の

1807年８月１２日付け王令（NAdigastadga）「ストックホルム市における一般

的な困窮者扶助制度について｣６では、困窮者扶助に関して王がその義務を有

すると解されたことを規定している。この時代には、困窮の際に援助を受ける

ことが権利として一定程度認識されるようになったと同時に、真の困窮者と

｢労働の意思のない者」の間の区別が明確にされた点も特徴的であったとされ

る。

sLandelius,Sjn1vbesttimmande,valftihetochsamtyckeinomsocialtjansten,ｓ､８２．
８３．

５GustavⅣAdolf息NAdigastadgal2augustil807：OmenallmanfattigvArds、
inriittningiStockholmsstad，ａｖＨ・Eek，Socialrdtt，ｓ７０

(１２）
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21800年代の困窮者扶助：工業化以前における社会政策

1800年代には、農業が再編され人Ｕが急増した。1800年代後半には、農村地

域においては天候異変と農作物の不作が続いたことにより深刻な打撃を受け、

また都市部では人口が急激に膨張して貧困が蔓延した。一方で、1800年代はじ

め頃からスウェーデンにおいても工業化が始まったが、それは1800年代末まで

は、これらの労働力を吸収しうる程には十分に発達していなかった。このため、

1800年代半ば頃から1900年代初頭にかけて、スウェーデンから困窮のためにア

メリカ合衆国へ移民として移住する人口が急増し、その数は1840年から1914年

の間に延べ110万5000人にものぼった｡7

1847年および1853年に改正された救貧令（FattigvArdsftjrordmng）により、

統一的な困窮者扶助の制度が整備された。これによって、スウェーデンにおけ

る基礎的自治体にあたるコミューンには、一定の条件に基づき困窮者への扶助

を実施することが義務づけられた。個人には、訴える権利を伴う扶助の受給権

が認められた。しかし、当時約2500もあった各地の小規模かつ財政的に豊かで

ないコミューンでは、法令に従って扶助を行うための十分な資源を有していな

かった｡aこのような状況に対して国会では、救貧令がコミューンに扶助義務

を課し国民には扶助受給権を与えたことは、貧困の増大に寄与するものであり

誤りであったという主張が出された。そして困窮者への扶助は、事柄の性格か

らして、すべて自由意思、同情およびキリスト教的愛情に基づいて援助される

べきであることが主張された｡，

このため、これに続く1871年に制定された救貧令は、明らかに個人の法的地

位を後退させるものであった。法定の要件を満たした者に対しては、援助はコ

ミューンの「義務」であると規定されたものの、市民の側はこれに対するいか

ｱ百瀬宏他編『北欧史」（'11川１１}版社、1998年）252-253頁。

BLandeliuB，opsit.，ｓ、８５．

９Jiigerski61d，ｓ、２６９．

（１３）
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なる扶助請求権（riittsanspAk）も存在しないとされた。また1847年の救貧令

で導入された、扶助を受ける権利に関する訴える権利も廃止された。そしてコ

ミューンが満たすべき義務とは、困窮者に対する義務ではなく、国に対する義

務であるという理論が形成されていった｡１０これに加えて、扶助を行う社会の

側は、受給者に対して一定の管理的な権限を有すると規定されていた｡'１すなわ

ち、困窮者扶助を管轄する公的機関である救貧機関（styrelsen）は、怠慢な生

計維持者とみなされる者に対して、警告等を与える権限や、困窮者を強制的に

労働に従事させることを決定する権限を有していた。未成年者である扶助受給

者に対しては、当該機関はまた、懲戒する権限も有していた。1918年の救貧法

が制定されるまでは、施設の長または救貧機関の長は、さらに、扶助受給者の

賃金や財産等を自由に処分出来る権限も有していた。ここから、困窮者扶助の

受給者は、施設または救貧機関の長の強い「家長主義的権限」の下におかれて

いたとされる。

小括すると､'２工業化以前の社会におけるスウェーデンの「社会政策」の理

念は、強い「家長主義的要素」によって特徴づけられていた。困窮者は、公的

機関および家長への強い従属的地位におかれた。キリスト教的な慈悲の倫理の

傍らで、公的機関の権力の増大に中心的な重要性がおかれた。個人の利益と福

祉は、社会の利益に服従させられていた。困窮者やその他の他者に依存する者

は、当該個人の側における欠陥のあらわれであるとみなされた。このような見

方に基づき、社会の行う支援的な施策は、個人の欠陥を強化させあるいは社会

の利益に反しないように、低い水準にとどめられていた。

IoSOU1974:40,ｓ・a
lILandelius，ｓ８６

１２以下の小括は、Propl979/80:l0msoialtjtmsten,ｓ、90.を引用した。

(１４）
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31918年の救貧法：工業化の進展と社会政策

1800年代末には、工業化が著しく進展したことにより、社会に大きな変化が

生じた。工業化の進展により、社会政策を拡充するための経済的な資源が増大

した一方で、新たな社会政策の必要性も生じた。

多くの労働力が新たな工業分野での労働需要の中に取り込まれるようになり、

このことは多くの者が農村を出て工場のある場所に移住することを意味した。

多くの女性もまた工場労働者として農村の共同体から切り離されていった。こ

のため、古くからの共同体は、以前と同じようには機能することが不可能となっ

ていった。

新たな社会政策の必要性として、事故、労働災害、労働能力の低下等の危険

性に対する保護の必要性、収入の喪失の際における経済的保障の必要性などが

増大した｡'３

当時はまた、自由主義的および社会主義的な国民運動が発達し、労働組合、

禁酒運動、国民教育活動、自由教官運動、選挙権運動等のさまざまな国民運動

とも結びついて、国内の様々な改革に向けて協力した時期でもあった。1866年

に二院制議会が導入されて以降、これらの運動は政党を設圃することとなり、

1907年の選挙権改革の後には閣僚となった自由主義派の閣僚によって労働者保

護政策が推進された｡Ｍ

このような背景のもとで、1800年代末から1900年代初めにかけて、新たな社

会政策の必要性に対するいくつかの労働者保護制度が誕生した.疾病の際の経

済的な相互扶助を目的とした労働者による疾病金庫は、1891年の疾病金庫法に

より国から若干の補助金が支出されることになり、1910年の法改正により補助

は改善された。1889年には工場労働者の業務上の危険に関する法律が制定され、

1912年にはスウェーデンの工業化後の最初の大きな社会政策的措置であるとさ

l3SOU1974:40,ｓ．７．Propl979/80:１，ｓ、89-90．

MProp､1979/80:1，８．９０－９１．

(１５）
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れる労働者保護法が制定された。1901年の労働災害における補償に関する法律、

および1916年の労働災害保険法により、労働災害に対する一定の経済的保鍍も

行われることになった｡崎

社会福祉の分野では、1900年代のはじめには、従来から存在した困窮者に対

する救貧法制の他にも、1902年および1924年の児童福祉法、1913年のアルコー

ル乱用者ケア法が制定された。これらの社会福祉立法は、－面においては人道

的な性格を有するものであった！`が、他方では、前の時代と同様に、保護的、

家長主義的、および管理的な性格を強く有するものであった。1902年および

'924年の児童福祉法は、未成年に対して、刑罰に代わる強制的措置あるいは未

成年者の保護のための強制的な措置をとるべき義務と強い権限を公的機関に与

えていた。児童福祉委員会には、家庭での虐待やネグレクト親の側に問題が

ある場合、特別な養育措遺が必要とされるような場合には、親や子どもへの命

令、警告、施設への強制入所、施設における懲戒や義務的養育の措置等を通じ

て強制的に介入を行う義務と権限が与えられ、これらの内容は次第に厳しいも

のになっていった。1913年のアルコール乱用者ケア法は、スウェーデンで最初

のアルコール乱用に関する法律であり、当時普及していた国民的な禁酒運動を

背景として成立した。同法により、アルコール乱用の場合には公的機関が強制

的に介入的な措置を行う権限が与えられた。同法は、乱用者の保護の視点なら

びにこのような者から社会を保護するという視点の双方を意図しており、施策

はアルコール乱用者個人に向けられるものを中心としていた｡'７

困窮に対する経済的保障については、従来の救貧制度だけでなく、1913年に

は労働者に限らずすべての国民が加入する、スウェーデンで最初の社会保険で

ある国民年金法が制定された。これにより、６７才から支給される老齢年金と陣

lbProp1979/80:１，ｓ、９１．９２．
l0SOU1974:40,ｓ、８．

ｌ７Ｐｍｐ､１９７９/80:１，ｓ、92-9ａ

(１６）
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害年金が制度化されたが、支給される年金額は極めて低いものであった。それ

ゆえ、困窮の際の経済的保障の中心的な制度は、引き続き救貧制度が担ってい

た｡16

1871年の救貧令にかわる新たな救貧法（LagommttigvArden（1918:422)）

が、1918年制定された。同法の制定により、義務的な扶助の範囲が拡大され、

1871年令で廃止された扶助受給権に関する個人の訴える権利も回復されたため、

個人の法的地位は改善された｡１９救貧法の制定に携わった立法調査委員会は、

その報告書の中で、国が市民に対して保障する困窮者扶助は、必要性が存在す

る場合には、それが市民法上の権利とは全く異なる種類の権利であるとしても、

当該扶助は権利として請求しうるものであるとともに、義務的な困窮者扶助は

訴訟を通じて保障されることのできる公法上の権利を構成するものであるとい

う見解を採用した。しかし扶助の水準は低いものであった。

行政機関のもつ個人に対する権限については、同法の制定により救貧機関や

施設の長のもっていた財産処分権限などの家長的権限の一部は廃止されたとい

えども､２０受給者に対しては、依然として以下のような否定的な法的作用を伴っ

ていた｡2１

①選挙権の制限

国会法（riksdagsordning）６条に基づき、長期的に生計維持のために困窮

者扶助を受給する者は、選挙権の行使が認められなかった。この規定は、1945

年まで存続された。

②救貧機関の監督を受ける義務

救貧法30条に基づき、救貧機関は「支給された援助金が適切に使用されてい

I8Propl979/80:１，ｓ、９４．

IgHAkanStr6mberg,SynpunkterpAfbrslagettillsocialhjiilpslag,ＦＴ1950,ｓ､382fE
2oStr6mberg，ｉｂｉｄ,ｓ３８２，Landelius，ｏｐ，Cit.，ｓ、８７．
２ILandelius，ｏｐｃｉｔ.，ｓ、８７．８８．
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るか否かを監督」しなければならないとされた。さらに、扶助受給者は、救貧

機関の監督の下におかれることとされた（69条)。同機関は、とりわけ扶助の

受給者を施設、すなわち老人ホーム、ケアホームまたは強制労働施設に入所さ

せることを通じて監督権を行使することができた。

③施設入所者に関する規定

同法の規定に基づく施設における援助には、厳しい規則が伴っていた。

施設入所者には、能力に応じて、指定された労働に従事しなければならない

義務が課せられた（32条３項)。指定された労働を拒否した個人には、警告す

ることができ、警告にも従わない者に対しては、救貧機関は、給付の減額とい

う形態で制裁措置をとることや￣般的な強制労働施設での強制的労働の措置を

決定することができた。

④怠慢な生計維持者に関する規定

怠慢な生計維持者に関しては、２８条に基づき、原則として扶助を支給すべき

ではないと規定され、この代わりに、同法には、様々な形態の強制的労働を課

すことを可能とする規定が存在していた。救貧機関は、怠慢な生計維持者とみ

なされる者に対しては、生計維持義務の遂行を強制するために、無報酬で施設

外または施設内での労働に従事させることができた。

このように工業化の進展にともなって労働生活と社会政策における社会的・

経済的リスクが増大したにも関わらず、公的な保謹が不十分であった当時の状

況において、公的制度の不備を補完するために様々な任意団体による活動が発

達し、大きな役割を担っていた。任意団体による活動は、主として、慈善的活

動にあたるものと、連帯的基盤に基づく相互扶助的な形態にあたるものの双方

があった｡漣

z2Propl979/80:1，８．９５－９６．
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前者のような慈善的活動は、その援助の対象となる困難な状況におかれたグ

ループよりも、より優位な立場にある社会階層によって行われることが多かっ

た。例えば里子のケアに関する任意団体の施策についてみると、もちろん多く

の良心的な慈善的活動も存在していたが、しかしこれらの活動に対する公的な

コントロールの不十分さから、多くの数の子どもたちが極めて劣悪な状況にお

かれる結果をもたらした。施設は家長主義的に管理された。それでも当時の公

的施策の不十分さからすると、子どもは食事と居所が与えられるだけでも、施

設にいる方がましであった｡23別の例では、企業の実施する社会的事業が存在

する。例えば製鉄工場では、労働者に対して、無料の住居と穀物類の提供とい

う形態で扶養を行った。このような企業の社会的事業は、公的な困窮者扶助の

必要性を減少させることに寄与したが、一方で労働者を使用者に依存的、従属

的なものにする結果を導いた｡2イ

このような慈善的活動の一方で、労働者自身が、自分たちの利益や状況を改

善するための運動と結びつけて、相互扶助的な活動を行うようになった。先に

見た相互扶助による疾病金庫などの共済制度がその例である。このような相互

扶助の活動は、一方では公的措置の不十分さ、他方では相互連帯と、重要な事

業に対する直接的な影響力を行使したいという意思のあらわれを背景として誕

生したとされている。ただし、このような活動は実際には限られたものであり、

給付の範囲もわずかなものであった｡2５

41930年以降の新たな社会政策

1930年代には、スウェーデンは長引く経済的危機に遭遇したと同時に、新た

な社会政策の理念が発展した重要な時期でもあった｡輯1932年に誕生した社会

麓Propl979/80:１，ｓ、95.

20Ｐｒｏｐｌ９７９/80:１，ｓ、95.

25Propl979/80:１，ｓ、９６．

２`Holgersson，Socialtjdnst-Lagtexterochkommentar,ｓ、１８０
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民主党政権によって、ケインズ主義的な社会政策の理念が実施されていった｡顔

この政策には、スウェーデンの研究者であるミュルダール夫妻の著書『人口問

題の危機』が大きな影響を与えたとされている。

1930年代以降に実施された新しい社会政策には、具体的には、①労働市場政

策、②住宅政策、③社会保険政策、④家族政策などがこれに含まれる｡2８

①労働市場政策鋤

労働市場政策については、1930年代以降、量的にも質的にも改革が行われた。

失業の際の生計維持の必要性に対する援助を目的としていた従来の失業者政策

は、新たな方向性をもつ積極的な雇用対策事業へと変革された。すなわち、公

共事業の提供による雇用の創出、職業紹介事業、失業者のための職業訓練等の

施策が導入され、次第に拡充されていった。1940年代には、失業政策は、労働

力を、国民経済の活力ある部門へと結びつけることを意図した労働市場政策が

展開されるようになった。これらの積極的な労働市場政策により、1950年代半

ばまでにはほぼ完全雇用が達成されたと言われている。

労働市場政策は、新たな方向性、すなわち、様々な職種間・産業間における

労働力のバランスの不十分さを適正化することであり、このため、労働市場政

策は、労働市場の様々なセクターの間での労働力のマッチング、労働力の流動

化を促進することを意図して行われた。また、求職者として登録した失業者だ

けでなく、とりわけ女性や障害をもつ者等の間に潜在的に存在する、労働を得

たいが居住地に適切な労働がない、職業教育を欠いている、労働を得た場合に

薊1930年代にスウェーデンで始められた新たな社会政策は、主として労働市場政策、住宅
政策、社会保険政策、家族政策が代表的なものとして挙げられる。これらの動向に関し
ては、ここで検討の対象している社会福祉改革の過程においてもたびたび取り上げられ

ている。ここでは主としてProp､1979/80:1,397-105を参照した。
麺PrOpl979/80:１，ｓ、97-104．

"1930年代以降の労働市場政策については、Propl979/80:1Ⅲｓ､97-99に基づく。
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子どもの世話を用意することができない等の理由により求職の展望がないとい

う意味の「潜在的失業者」についても、減少させることを目的とした積極的な

措置がとられるようになった。

②住宅政策3０

1930年代以前には極めて限られた範囲でのみ公的な住宅政策が行われており、

労働者世帯および子どものいる世帯の住宅水準は、その広さと設備の両面にお

いて低い水準であった。また住宅不足も問題となっていた。このような状況に

対して、第二次世界大戦後には、国会は公的な住宅政策のためのプログラムを

決定し、子どものいる家庭や高齢者の住宅費用の減少、住宅不足の解消、住宅

水準の引き上げ等を目的とした施策が積極的に展開されていった。住宅不足は

1960年代までの間に解消されるべきことが目標とされ、その実現のための手段

として、一般的形態の国の貸与制度や、国民年金受給者および子どものいる家

庭に対する収入調査を伴う住宅手当の支給などの手段が講じられた。

住宅不足の解消という目的は、目標とされていた1960年代の間には達成でき

なかったため、1960年代はじめに国会は新たな住宅プログラムを決定した。こ

こでは、今後10年間において毎年１０万戸ずつアパートを新たに供給することに

より、1970年代半ばまでに住宅不足を解消することが目的として設定された

(いわゆる「100万戸プログラム｣)。同プログラムの実施により、1970年代半ば

には住宅不足は解消された。同時に、新たな居住面積に関する基準も導入され、

従来は大人二人と子ども二人の標準世帯において「２部屋プラス台所」が基準

であったが、これが少なくとも「３部屋プラス台所」を有すべきという基準に

引き上げられた。収入の少ない家庭を対象とする住宅手当は、1960年代末には、

一般的性格をもつ住宅手当（bostadst皿iigg）へと拡大された。

'01930年代以降の住宅政策については、Propl979/80:１，ｓ、99-100に基づく。

（２１）
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③社会保険31

1930年代はじめには、高齢、障害、疾病その他の生計維持における困難が生

じた場合には、これに対応する経済的保障のための制度としては、概ね困窮者

扶助制度が存在するのみであった。これに対して、1930年代以降、社会保険の

分野においても大幅な改善が行われていった。

国民年金制度（fblkpensioneringen）は、その制定以降、年金額が極めて低

い水準にとどめられていたため、1940年代においてもなお年金受給者の約３分

の１が、救貧法に基づく収入調査を伴う扶助を受給していた。これに対して

1948年の法改正により、国民年金の支給額は最低限生活しうる水準まで引き上

げられた。これにより国民年金は、「すべての者に対する基本的保障（en

allmiingrundtlygghet)」を行うための制度となった。同時に、より大きな所

得再分配の機能をもつものとなった。

1960年代に実施されたいわゆる「付加年金改革（ATP-refbrm)」により、従

来の基礎年金に加えて、従前の収入の額に比例して付加年金を支給するという

付加年金制度が、大きな議論の末に導入された。これは「所得喪失原則

(inkomstbortfallsprincipen）」に基づき、「従前水準の保障

(standardtlygghet)」を目的としている。これらの改革を通じて、社会扶助受

給者や従前に低い収入を得ていた者はより低い額の年金を受給することになる

ため、社会政策的措置を通じても格差が平準化されないという問題を残しつつ

も、全体的には年金額は大幅に改善された。

疾病保険については、1931年の国会決議により、疾病金庫に対して国の補助

金が支出されるようになって以降、内容は次第に改善されていった。1930年代

から1940年までには、疾病金庫に対する国庫支出は５倍に増加した。1955年に

は疾病保険は強制加入となった。その後、とりわけ傷病手当金の引き上げを通

訓同じく、1930年代以降の社会保険政策については、Propl979/80:１，ｓ、100-102に基づ
く。
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じて、給付は次第に改善された｡錘

疾病保険の諸改革、とりわけ傷病手当金の引き上げは、普遍的性格を有する

制度を改善することによって社会扶助の必要性が減少されることに対する、一

つの典型例として考えられている。すなわち'940年代までは、コミューンの援

助判定を伴う経済的扶助のうち、医療費用に対する扶助の支給決定は毎年７万

から８万件であったものが、1970年代には、この件数はわずか数千へと減少し

た。

1930年代の社会政策的な改革作業の一部として、他の国より遅く失業保険も

導入された。1934年の改革では、任意的な組織である失業金庫に対して国庫補

助助が行われることになった。失業保険は、その後の数十年間において、様々

な点で改善されてきている。

④家族政策郵

家族政策は、スウェーデンにおける低い出生率の問題を出発点として、１９３０

年代に開始された。家族政策は、子どもの養育に伴う負担についての家庭間に

おける所得再分配機能に、特に重点をおくものであった。

1937年には、県の母子センターでの予防的な母親ケアと児童ケアが開始され

た他にも1930年代後半には出産ケア、医薬品の無料化、妊娠を理由とした女性

の解雇禁止、母親の援助および生計維持がされない子どもへの手当等が実施さ

れた。1940年代には、引き続き改革作業が続けられ、低所得世帯への食糧品の

割引や、無料の学校給食などが導入された。一般的な児童手当もこの時期に導

入された（1948年)。これにより、以前の課税における児童控除が高所得層を

優遇するものだったのに対し、一般的な児童手当の支給により、子どものいる

世帯といない世帯の間だけでなく、子どものいる世帯同士の間での経済的格差

銘なお疾病保険は1963年に組織的・法的に一般国民保険と統合された。

“1930年代以降の家族政策については、Propl979/80:1,8.102-104に基づく。

(２３）
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を縮小することにつながった。

ホームヘルプ等の人的ケアについては、とりわけ1950年代以降に発展した。

1944年から、例えば国は、子ども避難所（barnstugor）への若干の支出を行っ

ており、また高齢者、障害者、子どものいる家庭に対するホームヘルプ等の社

会福祉も存在したが、不十分なものであった。これらの社会福祉は、1950年代

および60代に著しく拡充された。児童福祉の拡大はまた、女性の就労率の増加

や、両性の平等の要請という側面からも推進されていった。

子どものいる家庭に加えて、高齢者および障害をもつ者に対する福祉施策も

発展していった。とりわけ高齢者に対する福祉は、高齢者人口の増加により次

第に重要な社会政策的問題となってきていた。1947年の国の老人ホームの改革

に関する決定では、1948年に施行された改正国民年金法により公的年金が最低

生活を保障するためのものへと変化したことから、高齢者が困窮を理由に救貧

ホームへの入所を余儀なくされるという根拠は存在しなくなったことに基づき、

老人ホームの性格を改め、救貧施設としての性格を取り除くべきであるとされ

た。1957年には、今後の高齢者政策の目的として、「可能なかぎり高齢者が住

み慣れた環境で住み続けられること」を目的とすることが国会で決定され、ホー

ムヘルプをはじめとする在宅福祉施策についてもいっそう重視されることとなっ

た。さらに1964年に導入された高齢者住居の改修（upprustning）に関するプ

ログラムでは、とりわけ長期滞在を目的とする医療的機能を備えた高齢者のた

めの特別の住居（シュークヘム）を急速に増加させることが目的とされた。

1971年にはコミューンの実施する高齢者に対するホームヘルプに対する国庫補

助は引き上げられた。

このように、1930年以降の社会政策の発展は、従来の救貧法、児童福祉法、

アルコー乱用者ケア法において支配的であった一部の者に対する保謹的、家長

主義的、管理的な性格とは異なる、新たな社会政策の理念を基礎としていたこ

とを特徴する。すなわち、1930年代以降に行われた上記のような社会政策は、

(２４）
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社会の中の幅広い階層の間での社会連帯の原則（solidaritetsprincipen）を基

礎とし、生活条件における平等を志向するものであった｡狐このような新たな

理念に基づく社会政策の発展にともない、スウェーデンでは、すべての市民を

対象とする「普遍主義的」性格の諸制度が広範囲に形成されていった。このよ

うな方向性は、従来のような特定の個人に向けられた「残余主義的」な社会福

祉とは異なった性格をもつものであった。

しかし、新たな社会政策が発展する一方で、家長主義的その他の古い時代の

社会に由来する特徴をもつ諸制度も、ある部分では残されていた｡穂とりわけ

社会福祉の分野においてこのような古い価値観は残され、なかでも福祉施設に

おける措置において最も強くかつ長く残されたと言われている｡錫この主たる

理由として、Holgerssonは、1930年代以降の新たな社会政策を早い時期から推

進してきた主体である労働組合および社会民主党が、社会福祉の改革について

は、1960年代になるまでは、何ら積極的なイニシアチブをとっていなかったこ

とが挙げている。労働組合やこれを主たる支持基盤とする社会民主党は、第一

に、その構成員にあたる国民の多数派である「生産に携わる（stodi)」者に

焦点をあてて改革作業を進めたためである｡”

このような状況から、スウェーデンでは、社会福祉の分野においては1950年

代から60年代にかけて制定された社会福祉立法、すなわち'956年の社会扶助法、

1960年の児童福祉法、1955年のアルコール乱用者ケア法においても、従来の古

い社会福祉立法のもつ特徴をいまだ残していたといえる｡蛆

もちろん注意しておくべきであるのは、1980年の社会サービス法の制定の以

前にも、社会福祉の分野においても、部分的には、従来とは異なる理念に基づ

狐Holgersson，ｏｐ・Cit.，ｓ，１８１．

３６Holgersson，ibid.，ｓ，182.
3GHolgerBBon，ibid.，8.182-183.
37HolgerB8on，ibid.，ｓ、１８L
3gHolgerBson，ibid.，ａ1８２，１８３．
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く政策が発展してきていた点である。とりわけ、1950年代以降に実施された、

高齢者、障害をもつ者、子供のいる家庭に対する施策において、このことはあ

てはまる。たとえば1973年の幼稚園事業に関する法律（lagom

fbrskoleverksamhet）や、これを引きついた1976年の保育法（lagom

barnomsorg）に基づく保育所事業（daghem）や余暇の家事業（fritidshem）

の発展、高齢者や障害をもつ者に対する公的ホームヘルプサービス、移送サー

ビス、その他の事業における発展においては、社会福祉の分野においても新た

な価値にもとづく社会福祉制度への萌芽がみられる｡釣しかし法的構造やその

内容をみると、社会福祉の分野は、他の社会政策上の諸制度とは異なり、根本

的な改革には至っていなかったといえる｡`0

第２節旧社会福祉立法の概要

1980年に社会サービス法が制定される以前は、スウェーデンの社会福祉立法

は、機能別・対象別に分けられていた。このうち主たる法律は、児童福祉法

(1960年)、アルコール乱用者ケア法（1954年)、および社会扶助法（1956年）

であった。

これらの３つの社会福祉立法は、いずれも、多かれ少なかれ、スウェーデン

で1800年代に制定された困窮者扶助に端を発する、古い価値観を引き続き残し

たものであったとされている。

１社会扶助法（1956:2）

社会扶助法（SFSl956:2)４１は、最低限度の経済的給付の支給と、介護等の

"LottaVahneWesterhiill，Socialriitt，iC1aesSandgren(red.)，Norstedjuridi8ka
handbok(17:luppl.)，Stockholm2001，ｓ、1091-1123．

"Holgersson，Socialtjanst-Lagtexterochkommentar,ｓ181,182-183.
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ケアの提供の双方を対象とする、社会福祉の基礎をなす法律であった。

１条では、法の目的については特に規定しておらず、「すべてのコミューン

は、コミューンに滞在する者で、援助を必要とする者が、以下の定めに基づき

社会扶助をうけられるよう措極をとらなければならない」として、社会扶助に

ついてのコミューンの一般的義務を規定している。

各コミューンには、社会扶助を管轄する行政機関として社会委員会を設圃す

る義務が謀せられ（２条)、社会委員会は、同法に基づき、３つの主たる任務

を有すると規定された。すなわち①経済的扶助（socialhjalp）の支給、②ケア・

介護の提供（ombes6rjavArd)、③個人的な問題に対する援助（ipersonliga

angeliigenhet）であった。

扶助の必要性を有する個人を対象とする措置については、義務的社会扶助

(obligatorisksocialhjiilp，１２条）と任意的社会扶助（frivnligsocialhjiilp，１３

条）の２種類の措置が存在した。

12条では、コミューンが義務的社会扶助を支給する義務が課せられる場合の

要件が規定されている。任意的社会扶助については13条で定められ、12条に該

当する場合以外であっても、各コミューンがそれぞれの判断に従って扶助を任

意に支給することができるとされていた。義務的社会扶助については、個人は

これを権利として受給できると解釈され、そのように運用もされていたが、法

の中には、社会扶助が個人の権利であることを明記した条項は存在していない。

一方で社会委員会には、通告（anmalan）の有無にかかわらず、コミューンに

滞在する者が社会扶助を必要とする状態にある場合には、必要な扶助を提供す

る義務が課せられていた（15条３項)。

義務的社会扶助には、経済的扶助の支給と、介謹等のケアの提供の双方が含

mLagenomsocialhjn1p（SFS1956：２)。「Shjh」と略記される。以下の記述は、主に
StenHolmberg,RiittentillbistAnd-enligt6§Bocialtjimst1agen,Stockholm1985,
ｓ、18-19.に基づく。同法に関する文献として、他にWahlberg,Ｅ､,Engstr6m,Ｇ,och

Wemlund,Ｓ､，Socialhjiikpslagen,３u､Stockholml965を参照。

(２７）
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まれる。経済的扶助の受給要件については、「個人が労働により生計を維持す

る能力の全部または一部を欠いている」ことである（12条1項)。「能力の欠如」

に該当する理由としては、未成年、老齢、傷病、障害、またはその他の身体的・

精神的能力の欠陥（bristande）が含まれる。健康上の理由に基づき労働を全

部または部分的に制限されている者についても、新たに支給対象となった。経

済的扶助の受給権の要件には、また、「個人が生計維持のための手段および必

要とするケアの手段を欠いていること｣、および「当人の必要性が他の方法に

よっては満たされることができないこと」が要件とされた。

経済的扶助の支給水準については、生計維持のための費用を保障するために

適切であると判断される内容を含むこととされた（12条１項)。生計維持のた

めの義務的社会扶助は、個人がその滞在する場所における「最低限度の生存

(dragligtillvaro)」をまかなう水準とされていたが、これは、今日の社会サー

ビス法に基づく「適切な生活水準（skiilglevnadsnivii)」に比べて、相当に

低い水準であった。例えば費目の中には、今日含まれている「労働組合の組合

費」等の項目は含まれていない。

社会扶助は、扶助を必要とする者が将来においてなるべく自分自身で生計を

維持することができるような方法で、また当人が労働により生計維持すること

を可能にするような方法で支給されるべきであるとされた（14条)。また扶助

は、必要性の性質が金銭給付によることが適切ではないとみなされうる理由が

存在しない限りは、金銭給付の形態で支給されなければならないとされた（１４

条２項)。

また介護等のケアの必要性が存在する場合には、社会委員会は、必要性の性

質およびその他の事情に従って、必要を有する者の自宅、病院、他の適切なケ

ア施設または老人ホームにおいてケアが提供されるよう措置をとらなければな

らないと規定されていた（14条４項)。また、コミューンには、「ケアまたは見

守りの必要な状態にあり、他の方法によっては満たされることができない高齢

(２８）
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者その他の者のための施設を整備し、運営する」義務も課されていた（18条)。

これらの条項から、当時の要介護等のケアの提供についての社会福祉施策は、

施設への入所が中心であったことがうかがえる。

次に、同法は、扶助の必要性を有する個人だけでなく、コミューンの住民一

般を対象とする施策として、社会委員会に「適切な場合には、住民の個人的な

問題に関して（ipersonligaangelagenheter)、その他の援助を提供すること

とする」という任務が与えられていた（６条１項２号)。このため社会委員会

は、積極的な発見活動、情報提供、助言の提供、支援活動等もその任務に含ま

れ、例えば「一般住民が、委員会の事務に関わる事項に関する助言提供と相談

(rAdochupplysningar）を、いつでも利用できる（tillhandagA）ようにする

こと」（６条１項２号）等が規定されていた。社会委員会はまた、「個人の介趣

(omvilrdnad）の必要性について十分に精通していなければならず、その必要

性が満たされるよう努力すべき」ことも規定されていた（６条１項)。

このように社会扶助法は、個人の経済的必要性の場合とともに、ケアや介護

の必要性が存在する場合にも、コミューンに対して一般的な義務を課したこと

により、コミューンにおける社会福祉施策を従来よりも一般的な性格のものへ

と変更させた｡４２

しかし一方で、社会扶助法は当初、旧救貧法に規定されていた、いわゆる

｢怠慢な生計維持者」に関する労働ホーム（arbetshem）への強制的入所や労

働の強制に関する規定を、引き続き盛り込んでいたことにも注意する必要があ

る（41条～51条「怠慢な生計維持者（ftjrsumligfbrs6jare）に対する措霞に関

してL４１条に基づく社会委員会の権限にもとづく労働ホームへの入所決定に

ついては、個人はこれを不服として訴えることができなかった。このような怠

慢な生計維持者に対する社会委員会の入所決定等の権限について定めた規定は、

42Holmberg，ibid.，ｓ１９．

(２９）
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1964年まで存続していた｡４３

社会扶助法はまた、法制度的には、例えば行政機関の強制的な入所措撒決定

権限のような家長主義的性格が他の二つの法律よりも少ないにもかかわらず、

実際の運用においては最も「家長主義的」なものであるとされた。すなわち社

会委員会は、主として①非常に細微にわたる援助の必要性調査の実施、②一般

の人と同様のノーマルな生活を営むことを不可能とするような低額の給付水準

にとどめていること－とりわけ援助受給者には旅行の必要や家に友人を招く必

要、文化的な消費の必要、あるいはタバコやアルコールのような嗜好品の必要

性を有しないとすることから出発している一を通じて、極めて家長主義的な実

務メソッドを用いていたと指摘されている｡“

社会扶助法に基づく個人の権利

社会扶助を受ける権利については､侭前述のように社会扶助法12条１項では、

｢未成年者、および高齢、傷病、障害その他の身体的または精神的能力の欠如

にもとづき自らの労働によって生計維持ができない者」は、「生計維持生計維

持および必要なケアに対する社会扶助を受給することができるｊと規定されて

いる。同規定に基づく義務的社会扶助についての決定は、５４条1項に基づきレー

ン中央行政庁（liinStyrelBen）に不服申立てをすることができるため、これは

個人に対して受給権を与えたものであると解された。

同様の権利は、「健康上の理由により全部または部分的に労働を制限されて

いる者」（12条１項）にもあてはまる。

法にもとづく援助の受給要件は、個人が自ら手段を欠いていることおよび当

人の必要性が他の方法では満たし得ないことを要件とする（１２条１項)。

"Landelius，Sjalvbestiimmande,valfiihetochBamtyckeinomsocialtjiinsten，ｓ､90.
44Holgersson，ｏｐ、Cit.，ｓ、207-208.
46Holmberg，ｏｐｃｉｔ，８．７３．
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１３条の任意的社会扶助は、コミューンに対して、社会援助を12条に規定され

る場合以外であっても支給しうることを規定する。これは、コミューン議会の

議決を根拠として、または、そのような根拠が存在しない場合は社会委員会が

必要であるとみなすことが妥当である範囲内で支給することができる。同規定

は、１２条に定める以外の場合にも任意に社会扶助の支給する権限をコミューン

に与えたにすぎず、個人に対しては、受給権を与えたものではないと解された。

社会扶助の受給手続に関しては、社会扶助法は、わずかな３条の規定しか有

していない。スウェーデンで最初に行政手続に関する一般法である行政法が制

定されたのは1971年であるので､柵同法が施行される以前には、社会扶助受給

に関しては、個人はきわめて不十分な手続的保障しかされていなかったと言え

る。

すなわち社会扶助法では、１５条から17条において受給手続が規定されている

が（｢社会扶助の支給手続に関して｣)、個人は社会扶助の受給を欲するときは、

社会委員会に申請しなければならないこと（15条１項)、必要性判定の調査に

おいては、申請者がまず可能な限り必要性について説明をし、必要があれば社

会委員会がさらに情報を収集することができること（16条１項)、特定の場合

に必要な記録が作成されなければならないこと（17条）等が規定されている。

1971年に制定される行政法ftjrvaltningslag（1971:290）においては、行政庁の

行政決定過程における個人の権利保護に重点がおかれ、手厚い個人の手続的権

利とこれを保障するための行政庁の義務が規定されたのに比べ、社会扶助法の

これらの規定は、個人の手続的権利の観点からすると極めて不十分なものにと

どまっている。

槌Hjrvaltningslagen（1971:290)。ハンス・ラーグネマルム（萩原金美訳）「スウェーデ
ン行政手続・行政訴訟法」（信山社、1995年）30-31頁。
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２児童福祉法（1960:97）

子どもと青少年の社会的ケアに関する法律（1960:97)4，（以下「児童福祉法」

という）は、児童福祉の目的として「青少年の望ましい（gynnsam）発達およ

びその他の良好な成長のための条件を促進すること」と規定していた（１条)。

この目的の実現のため、児童福祉委員会は、「住民一般を対象とする予防活動」

と「個人を対象とする事業」を実施することがその任務とされた。

住民一般を対象とした予防活動については、児童福祉委員会はコミューンに

おける子どもと青少年の生活条件について十分に精通することとされ、とりわ

け次のような未成年者については注意を払われることが規定されていた（３条

１号)。すなわち、「身体的または精神的健康および状態（utrustning)、家庭・

家族の状態およびその他の事情により、とりわけ好ましくない発達にさらされ

る危険性があると思われる児童」である（３条１号)。児童福祉委員会は、ま

た、一般的予防活動として、コミューン内の児童福祉を改善するために努力し

(３条２号)、コミューン内における必要性と可能性に従って、子どもと青少年

のためにより良い余暇の条件が整備されるよう促進することとされた（３条２

号)。さらに児童福祉委員会は、住民一般に対して、委員会の任務に関わる問

題について助言と相談活動を実施することとされた。児童の養育権を有する者

に対して支援と援助を与える任務も、児童福祉委員会の任務に含まれていた。

個人を対象とする事業としては、個人を対象とする介入的な事業について、

25条以下で定められている（４章「児童福祉委員会の介入等」２５条～)。ここ

には、①25条に該当する問題のある場合についての措置と、②31条に基づく養

誕の欠如または困窮の場合についての措置が含まれる。

ｲｱLagenomsamha11etsvirdavbarnochungdom(SFS1960:９７)。ＢｖＬと略記される。
以下の記述は、主にStenHolmberg,RiittentillbistAnd-enligt6§socialtjimst‐
Iagen，Stockholm1985,ｓ、２０．２２．に基づく。

(３２）



琉大法学第74号（2005） 240

①25条に該当する問題のある場合

児童福祉法25条では、児童福祉委員会は、子どもおよび青少年のケア、養育

および社会的発達に関して問題（missfbrhAllande：直訳では「不適切な状態｣）

が存在する場合は、これに介入すべきことが規定されている。「介入

(ingripande)」とは、「予防的措置」（26条～28条）または、自宅以外の家や適

切な施設に入所させること等の「社会的ケアの措置」（29条）を指す。

この種類の案件は、私人または他の公的機関からの通告によって委員会のも

とに係属する場合と、委員会が自ら職権で手続を開始する場合がある。他の公

的機関からの通告に関しては、法定の通告義務に関する規定が存在する。後者

については、児童福祉委員会には、発見活動等を通じて自ら案件の取扱いを開

始すべき義務が課せられている。

介入措置のための要件は、２５条に規定されている。すなわち、

a）１８才未満の者が自宅またはその他の場所において、当人の身体的または

精神的健康が危険にさらされるような方法で問題のある取扱いをされてい

るとき。または当人の発達が、親または他の養育者の、養育者としての不

適切さまたは養育する能力の欠如を根拠として脅かされているとき（24条

1項a)。

b）２０才未満の者で、犯罪行為、非道徳的な生活方法、アルコール飲料また

は依存性のある薬物の乱用、またはこれに類する理由にもとづき、社会の

側からの特別な更生的（tillrattaftjrande）措置を必要としているとき（２５

条１項b)｡4５

"ただし当人が18才に達した後には、ｂ）に挙げる要素のうち犯罪行為に該当する罪を犯

していると思われる場合には、その他の生活上の営みにおいてこれに十分な理由が存在

しない限りは、あるいは児童福祉法に基づく現行の取扱いを考慰して当人の更正にとっ

て適切であるとみなされるべきその他の特別な理由が存在しない限りは、当人に対して

児童福祉法に基づく介入が識じられてはならない。なお、３０条に基づき、児童福祉委員

会は、介入が必要とされる理由が存在することについての蓋然性が存在する場合には、

(３３）
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２５条に定めるいずれかの要件に該当する場合、児童福祉委員会は、２６条１項

の各号に定める予防的措髄を講じて、更正（riittelse）が行われるように試み

なければならない。予防的措腿には４つの種類が存在する。すなわち、①助言

と支援措置（st6d）を含む援助措置（１号)、②青少年の生活条件に関する訓

戒（Rjreskrift）（３号)、③命令と警告（fUrmaningochvarning）（２号)、

④保遡観察（6vervakning）（４号）である。もしこれらの予防的措霞が有益

でないとき、あるいは措憧を講じたが更正（rattelse）に至らなかったときに

は、法29条にもとづき社会的ケアの措置が講じられる。

なお、緊急的な措置が必要とされる場合には、３０条に基づき、特別の措置が

とられることができる。これは、現存する危険または当人の犯罪的その他の有

害な活動による危険にもとづき、当該措置が未成年者の健康または発達にとっ

て不可欠であるとみなされること、あるいは継続的な検査が著しく困難となる

可能性があることまたは追加的措置が妨げられる可能性があること、を要件と

する（30条)。

未成年者の行為または生活方法が公の秩序（allmiinordning）または安全

にとって危険であるとき、または25条を適用する蓋然性ある理由が存在すると

きには、警察もまた未成年者を保護することができる（33条１項)。

②31条に基づく養護の欠如・困窮の場合

２５条に該当する場合以外では、児童福祉法31条において、「養護の欠如

(viirnl6sa)」または「困窮（nodsta11da)」の状態にある未成年者に対して、

児童福祉委員会は社会的ケアの措置をとらなければならないことが規定されて

いる。

未成年者すなわち18才未満の者で、両親の死亡または遺棄に基づきケアおよ

青少年に検査を受診させるための措髄を講じることもできる。

（34）
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び養育を必要とする者に対して、児童福祉委員会は、この種類の社会的ケアの

措置をとらなければならない（31条１項)。未成年者が15才に達しているとき

は、親と当該未成年者の同意にもとづき、該当する措圏が講じられなければな

らない（31条３項)。

社会的ケアの措憧を受ける者は、良好なケアおよび養育、ならびに当人の人

格的前提条件その他の事情により必要とされる教育を受けることが可能でなけ

ればならない（35条１項)。３１条１項に該当する者については、親の家ではな

い私人の家への転居、あるいは適切な施設への入所の措霞が講じられる。私人

の家への転居が優先されなければならない（36条１項)。親の家ではない私人

の家への転居の措置については、７章の「里子のケア等」（46条以下）で定め

られている｡４９

児童福祉施設については、第８章「児童福祉施設」において定められている。

同法に基づく特別な形態の児童福祉施設には、①「児童ホーム（barnhem)」

(55条２項a)、②「児童コロニー（barnkolonier)」（同b)、③「児童センター

(barnstuga)」（同c）、④「生徒ホーム（elevhem)」（同d）が規定されてい

る。

児童福祉法に基づく個人の権利５０

児童福祉法においては、上で述べたように、①25条に定める要件に該当する

場合の26条に基づく予防的措霞または29条に基づく社会的ケアの措置、および

⑲「里子」とは、同法によると、１６才未満の子どもであり、親または特別に任命された当

該子どもの養育権を有する後見人（Hjrmyndare）の家以外の私人の家において、ケア
され養育されている者である。里子は、社会的ケアの措樋を受けるか、そうでないとき

には私人の家でケアおよび養育を受けることができる。児童福祉法は、里子を受入れる

ための許可、里親の義務、養育ホームに対する委員会の監督、一定の場合に獲育ホーム

から里子を引き離すことの禁止、一定の者について子どもの滞在を受入れることを禁止

する規定等が存在している（児童福祉法46条以下)。

soHolmberg，ibid.，ｓ、７３．

(３５）
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②31条の基づく社会的ケアの措腫の２種類の児童福祉委員会による介入的な措

置が規定されている。

このうち、後者の31条に基づく措置については、児童福祉員会が31条にもと

づく社会的ケアの措置に関する案件を棄却したときには、８０条に基づきこれを

レーン中央行政庁に不服を申し立てることができる（80条1項)。ここから、

31条に基づく社会的ケアの措置は、個人に対して権利としての保障されている

ものと解された。

これに対して、２５条、２６条、２９条に関する案件については、児童福祉委員会

に一定の措置をとることについての義務を規定している（例えば26条では

｢skall」という義務づけのための用語が用いられている）にもかかわらず、個

人に対して児童福祉委員会の介入を受ける「権利」が保障されているとみなし

えるか否かについては、学説上、議論されてきた｡５１しかし学説上では概ね、

これらの規定もとづく措置に対する個人の訴える権利が、３１条に基づく措置と

は異なり法律上で規定されていないことを理由として、これらの措置を個人の

権利とみつことについては消極的に解されてきた｡５２

個人の手続的保障については、児童福祉法は、社会扶助法に比べるとより多

くの規定を含んでいた。児童福祉委員会における案件に関する手続については、

法14条から24条（３章「児童福祉委員会における案件に関する手続｣）に定め

られている。そこでは、例えば、案件が通告された場合に社会委員会が遅滞な

く調査を開始すべき義務（14条１項)、案件が決定される前に、本人またはそ

の親（15才未満の場合）に、案件に関して調査された事項を知らせるべき児童

福祉委員会の義務（１９条１項)、明らかにそれが必要とされない等の場合以外

には、本人または親にこれについて意見を述べる機会を与えなければならない

５１Krantz，Ｇ､，Riittochriittsyddidensocialabarna‐ochungdomsvArden，
Stockholml976，OmbarnavArdslagstiftningensrollisocialtfUrandringsarbete-
siirskiltombarnsriitt，diss.，G6teborg1981,ｓ．20.
52Hormberg，ｏｐｃｉｔ.，ｓ、７３．

(３６）
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委員会の義務（'9条1項)、本人または親が口頭で意見を述べることを求めた

場合にこれを口頭で行わせる委員会の義務（19条２項)、決定に理由を付記の

義務（21条）などが定められている。

これらは概ね児童福祉委員会の義務の形式で定められているが、社会扶助法

に比べると個人に対する手続的保讃が保障されており、そこでは、決定に前置

される個人の意見表明権、口頭での意見表明権などの一定の権利が含まれてい

たと解される。

３アルコール乱用者のケアに関する法律（1954:579）

アルコール乱用者のケアに関する法律5３（以下、「アルコール乱用者ケア法」

という）は、社会サービス法制定を導いた社会福祉改革において、最も批判の

対象となった社会福祉立法であった。

同法に対する批判の出発点は、とりわけ同法が、一方ではアルコール乱用者

に対して援助措置を提供する機能を有するとともに、他方では、乱用は私人ま

たは社会にとってある種の害をもたらす原因となるとみなすような、乱用者に

対する社会的な対策を意図していたことであった｡“また、すでに当時、多く

のコミューンで法の枠内においてより先進的な援助・支援措置が発展し、多く

のモデル事業が実施されるようになっていたとはいえ、現代的な社会福祉メソッ

ドの観点からしても、すでに同法が時代に適合していないという視点からも批

判されていた｡5５

輿LagenomnykterhetsvArd（SFS1954：579)。ＮｖＬと略記される。以下の記述は．主
にStenHolmberg,RiittentillbistAnd-enligt6§socialtjdnstlagen,ｓ、２２ｆＴに

基づく。同法に関する文献として、他に（文献：K1ackenberg，Ｈ，Lagenom
nykterhetsvdrd，４u，Stockholml967；BramstAng，Ｈ､（Ⅱ），MiBbrukoch
hemfblllenhet，Lundl975，Gasslander；Ｌ､,ochOstergren，Ｓ，Samhiillets

nykterhetsvArd，５u､，Stockholm1975を参照。
“とりわけ、1964年のアルコール乱用者ケアに関する鯛査委員会，NyktehetsvArdens．
ｌage,SOU1967:３６を参照。
“Holmberg，ｉｂｉｄ，ｓ、２３．

(３７）
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アルコール乱用者ケア法１条では、「アルコールを含有する飲料を乱用して

いる場合、当人がアルコールを乱用しない生活に復帰できるよう以下で規定す

る措置が講じられなければならない」と規定している（１条)。アルコールの

乱用とは、「ある者が、単に一時的にではなく、本人または他者に対して明ら

かに損害を及ぼす程度にアルコールを含有する飲料を使用している場合」をい

う（１条)。

すべてのコミューンはアルコール乱用委員会を設置することを義務づけられ

た（３条)。

アルコール乱用委員会には、住民一般を対象とした予防事業として、相談

(upplysningar)、助言（rAd)、情報提供、展示や様々な公的機関への発言、個

人への助言と相談の提供を通じて乱用のない状態を推進すること等（４条１項

１号－３号）という任務を課せられていた。しかし、同法に基づく同委員会の

任務の中心は、アルコールを乱用する個人を対象とする措置であった。

アルコール乱用委員会は、通告またはその他の方法を通じて、ある者がアル

コールを乱用していることを知ったときは、委員会はこれを調査することが義

務づけられている（12条1項)。委員会は、一定の場合には、当人について医

師の検査が行われるよう措霞を講じなければならない（12条)。通告義務は、

警察、検察および特定の要件のもとで医師に課せられていた（10条)。

検査によりアルコールの乱用が明らかになったときは、委員会は第一に、

｢援助措置（hjiilpiitgarder)」を講じなければならない（法14条)。「援助措置」

とは、委員会が、当人に一定の期間（最高で１年間）にわたり継続的に、委員

会または指定された個人とコンタクトをとらせること（14条１項a)、必要な場

合には当人が適切な就労を得ることを援助すること（同b)、アルコールの乱用

への誘惑を減じることを目的として、事業や滞在地を変更することを援助する

こと（同b)、乱用者を乱用者の団体その他の適切な組織に加入させようと試み

ること（同d)、アルコールが販売されている場所を訪れないようにさせること

(３８）
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(同c)、ならびに乱用者が医師に相談しその処方に従わせることおよび自発的

に適切なケアを探すようにさせること（同e）が含まれている。これらの措置

は、開放型ケア（6ppenvArd）とよばれるものに該当する（｢開放型ケア」１０

条～17条)。

アルコールの乱用が一層進行している場合、すなわち乱用者が「アルコール

依存に陥っている（"hemfblllen''6italkohlmissbruk)」とみなされる場合は、

委員会には、さらに特別な措圃を識ずる権限が与えられている。１５条では、以

下のような要件に該当する「アルコール依存に陥っている者」に対して、委員

会は、開放型ケアにふくまれている保護観察（6vervakning）の措置を決定す

ることができることを規定している（15条１項)。すなわち、アルコール依存

に陥っている者が、ａ）当人の依存の結果として他者の個人的安全または身体

的・精神的健康に対してあるいは本人の生命（liv）に対して危険であるとき認

められるとき（15条１項a)、ｂ）当人が扶養義務を有する者が必要の状態また

は明らかに養育放棄の危険に脅かされまたは当人がそれらの者に対しては著し

く義務を欠いているとき（同b)、ｃ）一般住民、家族その他の者に、負担を課

しているとき（同c)、ｄ）近隣その他の者に、著しく生活上の営み上障害を生

じさせるとき（同｡）には、委員会は当人を保護観察のもとにおくことができ

る。

「アルコール依存に陥っている者」については、さらに委員会には、開放型

ケにとどまらず、当人を一般的なケア施設に強制的に入所させることができる

権限が与えられていた（｢ケア施設における強制的施策」１８条～39条)。この対

象者は15条に定める保護観察のための要件に該当する者と同一であり、その者

が、援助措置が講じられまたは保護観察が実施されたがアルコールを乱用しな

い生活に復帰できなかった場合（18条1項a)、または援助措置または保讃観察

が明らかに有益ではない場合、あるいは当人の危険性を考慮すると当該措置が

緊急を有するものである場合（同b）に強制的入所の措圏を講じることができ

(３９）
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る（18条)。

強制入所の決定は、乱用者ケア委員会からの申立て、または一定の場合には

警察からの申立てにより、レーン行政裁判所によって行われる（19条１項)。

乱用者には、強制入所について条件つきで猶予が認められる場合がある。その

ような場合には、当人には保護観察が実施され、場合によってはこれに反した

場合には強制措置が実施されるというような誓約書（LydandsRjrskrifter）が

交わされることもできる（36条)。

他方で、アルコール依存に陥っているとみなされる者は、当人が一定期間そ

こに滞在することに書面でもって同意する場合には、任意的に一般的ケア施設

に入所する可能性も存在していた（58条)。

アルコール乱用者ケア法に基づく個人の権利調

アルコール乱用ケア法においては、児童福祉法31条に相当するような規定と

して、５８条が存在する。５８条は、アルコール依存に陥っている個人自身からの

申立てにより、強制的ではなく任意的に、アルコール依存症者のための一般的

ケア施設においてケアおよび処置を受けることができることを規定している。

すなわち、任意的措置について規定されている。当該措置を受けるための要件

としては、援助を必要とする者がアルコール依存に「陥っている」と判断され

ることである。さらに、ケア施設への入所については、ケアを必要とする者が、

最長で６ヶ月の範囲でケアのために必要とみなされる期間のあいだ施設にとど

まる義務を負うこととされる。

この自由意思にもとづく任意的な施設入所の措置についての申立てが委員会

によって棄却された場合、個人の側がこれを訴えることができるとする規定は

存在しない。５９条から62条では、委員会やレーン中央行政庁等の行った決定を

"Holmberg，ibid.，Ｓ、73.74.

(40）
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訴える権利として、１５条に基づく保護観察や命令等に関する委員会の決定（５９

条）や、強制的な施設入所措置の決定（61条）等について規定しているのみで

あり、５８条に基づく個人の申請による任意的措置については含まれていない。

ここから、アルコール乱用者ケア法においては、５８条に基づく任意的措置は、

個人に対して何らかの「権利」として保障されたものではない。

また、個人の手続的保護についても、ごくわずかの規定しか存在しない。強

制的入所措置については、まず、委員会または警察によりレーン中央行政庁に

対して強制的入所措置の申請が行われた場合、本人に対して申請が行われたこ

とが遅滞なく通知されなければならない（23条)。しかしこれは、申請の内容

について「本人に文書または口頭で説明を「命じなければならない」という手

続に付随するものである（23条)。申請の後に発生した案件に関わる文書は、

｢本人に意見を述べさせる機会を与えるべき理由が存在するときは、当該文書

が本人に通知されなければならない」（23条)。審理段階においては、本人に対

してレーン中央行政庁による尋問が行われる場合に、本人が口頭で行うことを

求めたときは尋問が口頭で行われるよう取りはからわれなければならない（３２

条)。決定が不服申立て可能であるときは、遅滞なく申請者と本人に通知され

なければならない（32条)。

しかし、アルコール乱用ケア委員会の決定する開放型ケアの援助措置および

58条に基づく任意的措置については、個人の手続的保謹を定めた部分はみられ

ない。

第３節小括

これまで概観してきたように、スウェーデンにおいては、社会福祉の分野に

おける公的な義務と個人の権利についての考え方は、社会の発展につれて変化

してきた。その特徴を、とりわけ個人の権利、および個人の自由ないし自己決

(４１）
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定権の尊重という観点からみると、次のことが指摘できる。

第一に、社会福祉が個人の権利として保障されてきたかという点に関しては、

古くはキリスト教の伝来に由来して慈善的・恩恵的な性格から困窮者扶助は出

発し、1700年代にヨーロッパの啓蒙主義的・自然権的考え方の影響を受けてこ

れが社会ないし国家の義務であり個人の権利であるという見方が一時期承認さ

れた。そして個人の権利が再び否定された1800年代を経て、1918年の困窮者扶

助法においてようやく個人の権利として確立されるに至ったとされる。

しかし、1950年から60年代に制定された旧社会福祉３法、すなわち社会扶助

法（1956:2)、児童福祉法（1960:97)、アルコール乱用者ケア法（1954:579）

に至っても、社会福祉が必ずしも十分に個人の権利として保障されているとは

言えなかった。これらの法律では、全体として、社会福祉の措置を行政機関の

側の義務または権限として規定するものであった。1956年の社会扶助法では、

義務的扶助の部分については個人に受給権が与えられていると解されていたが、

現行の社会サービス法のように法の中で個人の権利が「明記」されていたわけ

ではない。1960年の児童福祉法においては、３１条に基づく社会的ケアの措置に

ついては個人に権利として保障されていたが、これ以外の25条、２６条、２９条等

の措置についてはコミューンの義務として規定されているものの、個人の受給

権については学説でも消極的に解されていた。1954年のアルコール乱用者ケア

法では、個人の権利の範囲はさらに狭く、自由意思にもとづき施設入所のケア

または治療を受けることを本人が希望した場合でも、これは権利としてはみな

されず、訴える権利も保障されていなかった。

第二に、このような社会福祉の措置が個人の権利であるとみるか、恩恵であ

るとみるかに関わらず、これまでの歴史を通してみると、社会福祉を受けるこ

とは、個人の自由および自己決定権に対する制限と結びついてきた｡５７困窮者

鰯Landelius,Sjiilvbest曲mmande,valfrihetochsamtyckeinomsocialtjtinsten，ｓ、９２．

（４２）
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は、歴史的に、援助を受けるためには病院や何らかの施設への入所させられる

ことと多くの場合結びつけられてきたし、そのような入所は、強制的な労働義

務や当該個人に対する施設長の強い監督権限と結びつけられてきた。困窮者扶

助の分野については、個人を公的機関の監督下におき、同機関は個人に支給さ

れた給付が適切に使用されているかを監督するともに、場合によっては行政決

定を通じて強制的に施設入所を行う権限を有していた。「怠慢な生計維持者」

を労働のための施設に入所させるという規定は、1956年の社会扶助法に至って

も盛り込まれ、これは1964年まで存続した。社会扶助法においてはまた、細微

にわたるたる扶助の必要性審査と低い給付水準を通じて、実際の法の運用上、

個人を行政機関の強い「家長主義的」地位の下に極いていた。1960年の児童福

祉法と1954年のアルコール乱用者ケア法においては、コミューンは、個人の意

思にかかわりなく強制的に施設入所等の措置をとることができる権限を、社会

サービス法制定以前には広い範囲にわたって有していた。

また手続的権利については、1971年の行政法が制定されるまでは、これらの

福祉立法の中では、児童福祉法を除いては、極めて不十分なものにとどまり、

管轄行政機関が個人に対する行政決定を行う際の個人の法的地位はとても弱い

ものであった。

このように、援助の決定過程および実施過程における個人の法的地位は弱い

ものであり、その一方で管轄行政機関には当該個人に対する大きな権限が与え

られてきた。援助の受給と個人の自由および自己決定権を制限する規定とを結

びつけることを正当化するための根拠としては、Landeliusは、「貧困とは、原

則として個人自らが引き起こしたもの」という考え方が基礎にあったことを指

摘している｡５８

総括すると、1980年に制定された社会サービス法以前のスウェーデンの社会

盤Landelius，ｏｐｃｉｔ.，ｓ、９２．

(４３）
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福祉立法においては、その援助の要件や形態、水準等は徐々に改善されてきた

とはいえ、いまだ社会福祉が十分に個人の権利として保障されていたとは言え

ない。このような特徴を指して、後の章でみるように、旧社会福祉立法が「慈

善的」ないし「恩恵的」性格をもっていたと言うことができる。

同時に、個人の自由や自己決定権を十分に尊重するような法的構造にはなっ

ておらず、むしろ一定の場合には、社会福祉は個人の自由や自己決定権を制限

することと結びつけられてきた。措置の決定過程および実施過程における個人

に対する法的保護は不十分なものであった。このような特徴を指して、「家長

主義的｣、「管理的」ないし「抑圧的」性格を有していたと言うことができる。

1980年の新たな社会サービス法の制定につながる社会福祉改革に関する議論

の中では、後の章でみるように、主として旧社会福祉立法のこのような「慈善

的」「恩恵的」性格、および「家長主義的」「管理的」「抑圧的」性格が、主た

る批判の対象とされている。これらの古い社会に起源を社会福祉の考え方が、

新しい社会の価値と置き換えられるべきであるというのが、次章でみるように、

1980年の社会サービス法の新たな法理念形成の出発点となっている。

(44）


